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（注）　記載金額は千円未満の金額を切り捨てて表示しております。

資 産 合 計 1,412,912 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,412,912

繰 延 税 金 資 産 2,522 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 1,962,058

貸 倒 引 当 金 △ 1,546

△ 1,960,368

株 主 資 本 622,881

投資その他の資産 4,581 資 本 金 2,583,250

純 資 産 合 計 622,881

長 期 前 払 費 用 1,858 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 1,960,368

長 期 未 収 入 金 1,546 特 別 償 却 準 備 金 1,689

ソ フ ト ウ ェ ア 658 (純資産の部)

無 形 固 定 資 産 978

リ ー ス 資 産

出 資 金 200 利 益 剰 余 金

建 物 848,492 退 職 給 付 引 当 金 1,361

構 築 物 13,382 長 期 リ ー ス 債 務 1,749

320

工 具 器 具 備 品 6,829 長 期 預 り 金 2,732

リ ー ス 資 産 4,114

負 債 合 計 790,031

有 形 固 定 資 産 872,819 長 期 預 り 保 証 金 99,074

固 定 資 産 878,379 固 定 負 債 104,918

賞 与 引 当 金 2,267

リ ー ス 債 務 3,105

前 払 費 用 1,040 未 払 費 用 6,671

貸 倒 引 当 金 △ 27 預 り 金 3,886

前 受 収 益 25,583

貯 蔵 品 120 未 払 法 人 税 等 8,004

未 収 収 益 304 未 払 消 費 税 等 7,967

未 収 入 金 1,456 未 払 事 業 所 税 1,232

営 業 未 収 入 金 8,252 未 払 金 26,393

流 動 資 産 534,533 流 動 負 債 685,112

現 金 及 び 預 金 523,386

貸 借 対 照 表
（ 2021 年 3 月 31 日 現 在 ）

（単位：千円）

短 期 借 入 金 600,000

(資産の部) （負債の部）

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
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（注）　記載金額は千円未満の金額を切り捨てて表示しております。

法人税、住民税及び事業税 5,349

法 人 税 等 調 整 額 △ 4,011 1,338

税 引 前 当 期 純 利 益 48,007

当 期 純 利 益 46,669

そ の 他 費 用 179 779

経 常 利 益 58,165

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 10,157 10,157

そ の 他 収 益 4,249 4,684

営 業 外 費 用

支 払 利 息 599

営 業 利 益 54,260

営 業 外 収 益

受取利息及び受取配当金 434

売 上 総 利 益 118,931

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　　額

売 上 高

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 64,671

327,721

損 益 計 算 書

2020 年 4 月 1 日 か ら

2021 年 3 月 31 日 ま で

売 上 原 価 208,789
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（単位：千円）

（注）　記載金額は千円未満の金額を切り捨てて表示しております。

当期末残高 2,583,250 1,689 △ 1,962,058 622,881 622,881

当期純利益 46,669 46,669 46,669

変動額合計 △ 1,689 48,359 46,669 46,669

当期変動額

特別償却準備金
の取崩 △ 1,689 1,689

2021 年 3 月 31 日 ま で

株主資本

その他利益剰余金

576,212 576,212

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計

特別償却準備金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,583,250 3,379 △ 2,010,417

株主資本等変動計算書

2020 年 4 月 1 日 か ら
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１.  重要な会計方針に関する注記

　（1）　固定資産の減価償却の方法

　　 ア　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　

　　　　

　　 イ　リース資産

　　　　

　（2）　引当金の計上基準

ア　貸倒引当金

　　　　

　　 イ　賞与引当金

　　　　

　　 ウ　退職給付引当金

　　　　

　（3）　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　 消費税等の会計処理

　　　　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２. 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 千円 （減損損失累計額 1,210,165千円含む）

３. 株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 株

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる額を計上しております。

3,387,006

51,665

個別注記表

定額法によっております。
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４. 税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減損損失 千円

繰越欠損金 千円

その他 千円

繰延税金資産 小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産 合計 千円

繰延税金負債

特別償却準備金 千円

繰延税金負債 合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

５.　金融商品に関する注記

　（1）　金融商品の状況に関する事項

　　　　 尼崎市からの借入により資金を調達しております。

　　　　 借入金の使途は運転資金であります。

　（2）　金融商品の時価等に関する事項

　

（単位：千円）

ア 　現金及び預金

イ 　短期借入金

（＊）　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　 ア 現金及び預金、及び イ　短期借入金

　　　
　

６.　賃貸等不動産に関する注記

　（1）　賃貸等不動産の状況に関する事項

　　　　 兵庫県尼崎市において、賃貸用のオフィスビルを有しております。

　（2） 賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額 時価

848,492 1,296,840

（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した
金額であります。

（注2） 当事業年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用
いて自社で調整を行ったものを含む。)であります。

523,386 523,386 －  

(600,000) (600,000) －  

（注1）

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

（単位：千円）

△ 744

△ 744

2,522

261,988

△ 258,720

3,267

2021年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。

貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

253,871

3,959

4,156
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７.　関連当事者との取引に関する注記

　 親会社及び法人主要株主等

直接

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注 1）　短期借入金の借入条件は、期間は1年間、期限一括返済とし、担保は提供しておりません。

（注 2）　利率は、市の条例を基に当社の経営状況を勘案して決定しております。

（注 3）　地代家賃については、市場実勢を勘案して決定しております。

（注 4）　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

８.　1株当たり情報に関する注記

　1株当たり純資産額

　1株当たり当期純利益

９.　重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

12,056円16銭

903円30銭

なし 支払い （注2）

地代家賃 地代家賃 20,043

の支払い （注3）

株主 17.41％ 2名 の借入 返済 1,220,000

主要

出向 利息の 支払利息 599

千円 千円

尼崎市 地方公共団体 兼任 運転資金 借入（注1）

取引金額
（注4）

1,200,000 短期借入金 600,000

属性
会社等
の名称

事業の内容
議決権等の
被所有割合

関係内容

取引内容 科目 期末残高役員の
兼務等

事実上
の関係
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